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議案第３６号 別紙説明資料 

 

 

ひたちなか市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 

（１）税率等の改正について 

<改正条項 第３条から第７条>（新旧対照表 ４ページ） 

【改正前の税率等】 

 ①所得割の税率 ②均等割額 

基礎課税額 ６．８８％ ３８，４００円 

後期高齢者支援金等課税額 ２．３２％ １２，８００円 

介護納付金課税額 １．７０％ １２，０００円 

 

【改正後の税率等】 

 ①所得割の税率 ②均等割額 

基礎課税額 ７．１６％ ４１，７００円 

後期高齢者支援金等課税額 ２．５０％ １４，８００円 

介護納付金課税額 ２．１１％ １４，８００円 

 

 

（２）所得状況などによる７割・５割・２割均等割軽減額について 

<改正条項 第１９条第１項>（新旧対照表 ５～７ページ） 

これまでも所得状況に応じて，均等割額のうち７割・５割・２割の額を減額してお

りましたが，（１）②均等割額の改正により，減額する額が改正となります。 

【改正後の軽減額】 

 基礎課税額 後期高齢者支援金等課税額 介護納付金課税額 

７割軽減額 ２９，１９０円 １０，３６０円 １０，３６０円 

５割軽減額 ２０，８５０円 ７，４００円 ７，４００円 

２割軽減額 ８，３４０円 ２，９６０円 ２，９６０円 

 

【参考】軽減イメージ図（基礎課税額の場合） 

軽減無し ４１，７００円（均等割額） 

  

７割軽減 ２９，１９０円を軽減 １２，５１０円 

   

５割軽減 ２０，８５０円を軽減 ２０，８５０円 

   

２割軽減 ８，３４０円を軽減 ３３，３６０円 
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（３）未就学児の均等割額の軽減について 

<改正条項 第１９条第２項>（新旧対照表 ７ページ） 

これまでも未就学児に係る均等割額を５割軽減しておりましたが，（１）②均等割額

の改正により，軽減後の課税額が改正となります。 

なお，（２）７割・５割・２割の軽減に該当する世帯は，未就学児の軽減イメージ図

のとおり，減額後の額が５割軽減となります。 

 

【改正後の未就学児均等割額】 

 基礎課税額 後期高齢者支援金等課税額 

７割軽減後 ６，２５５円 ２，２２０円 

５割軽減後 １０，４２５円 ３，７００円 

２割軽減後 １６，６８０円 ５，９２０円 

軽減無し ２０，８５０円 ７，４００円 

 

【参考】未就学児の軽減イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）税率改正による影響緩和のための減免について 

<改正条項 付則第１７項>（新旧対照表 ８ページ） 

令和７年度分の国民健康保険税の減免について，（１）税率等の改正による影響を緩

和するための措置として，１８歳未満（小学生から高校生世代以下）の被保険者の均

等割額を５割減免するため，所要の改正を行います。 

  

７割軽減 

８.５割軽減 

均等割額 

５割軽減 

７.５割軽減 

２割軽減 

６割軽減 



令和７年３月２８日 

 

ひたちなか市議会 

議長 薄 井 宏 安 殿 

 

文教福祉委員会 

委員長 清 水 健 司 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）福祉行政について 

（２）教育行政について 


